
１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

822 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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 編集後記

　2015年国勢調査から、紙の調査票による調査に先行してオンライン調査が実施され、1,917

万5,769世帯がオンライン回答をした。総務省が前回国勢調査の世帯数で試算したインターネッ

ト回答率は36.9％、うちスマートフォンからの回答率は12.8％とされる。ちなみに神奈川県の

インターネット回答率は40.8％で、17の県が4割を超えたとされるが、東京都は26.0％と極め

て低い数字で、スマートフォンは7.8％と全国最低だった。いささか首を傾げたくなる結果だが、

自身の住む都内の区では、紙の調査と同時期にオンライン調査が行われ、先行期間に間に合わ

ないタイミングでもオンライン回答できたので、こうした取扱いの違いも集計に影響したので

はないかと推察している。

　前回の国勢調査では、市移行を目指す自治体で当時の副町長が主導して居住実態のない世帯

の調査票を作成し、人口を水増しした行為が明らかとなった。オンライン調査では配布のＩＤ

とパスワード入力の他、確認用のパスワード設定も必要で、「人口水増し」のような行為の抑止

効果は期待できるだろう。他方で、個人情報流出を危惧する声もある。今月から「マイナンバ

ー法」も施行される。利便性の向上ともに高まるリスクをどう管理するのか。個人情報の扱い

は国民一人ひとりの問題として投げかけられているように思う。

巻頭言
　「地方自治研究」、略して「自治研」。文字を追えば「地方自治を研究する場」と、ストレー

トに読んで取れます。このことだけではありませんが、近年、自治研活動とは研究者や有

識者の方たちによる講演会や論文公表の場だと思われている嫌いがあるようです。

　今夏のかながわ自治研集会では、昨年、50年の節目を迎えた集会において「原点への回

帰」を志向すべく総括がされたことから、メインテーマを「地域と職場をつなげる自治研

～できることからはじめよう～」とし、普段、何げなく取り組んでいたりすることが、実

は自治研活動のそれと密接不可分であるということにフォーカスしてみました。

　参加者からは、厳しい職場環境の中でも地域に出て、住民からの声を自らの行動に移し

てみたり、地域の小学生と取り組む就業体験を企画していたりと、自治研活動の種となる

であろう、いくつもの実践的事例が提起されました。

　自治研活動を柔軟に理解し、自らの課題として受け止めるためには、「はじめの１歩」と

なる発想が重要であり、あとは「仲間づくり」に労を費やすかと思います。が、幸いなこ

とに仲間を見つけることは容易です。特に、労働組合では組織されたメンバーが集う機会

や機能を与えられているからです。

　したがって、これまでは、自治研活動をスタートするための発想法、つまり、思いや考

えの壁にあたってきたのではないでしょうか。無理やり自治研を始めても、手段が目的と

なってしまいます。

　そこで、「自治研活動の原点」に思いを馳せて関係冊子を開くと、驚くほど明確なメッセー

ジに気が付きます。1957年当時の戦後民主主義運動の最中における地財危機、福祉や公共

事業の切り捨てなど、時代情勢や労組の指向性の差異はあれども、現在と外形的には相似

する中、「閉鎖的に繰り返される事務を自ら見直し、自ら改善を図る」ことを主旨とした取

り組みを奨励していました。

　今後の自治研活動を活性化するためには、自治研活動に取り組み、それを仕事に生かそ

うと考えるのではなく、自分や組織の仕事を少しでも改革し、地域や住民の視点で幸福を

考え、自治研というフィールドを上手く利用して公共の質と力を高める発想が必要です。

　今、来年の全国自治研に向けて、全国の自治体という枠組みを超えて、35歳以下という

条件だけ集まったチームが、自治研に新しい発想を持ち込もうと努力してくれています。

神奈川でも参考となるスキームが多く含まれると思われ、期待を寄せています。

　新しい自治研への期待と、半世紀前から今も底流を流れる自治研の礎。若きＵＮＤＥＲ

３５のメンバーとともに、中学校の大大先輩でもある黒沢明監督の「生きる」を一緒に見

てみたい衝動に駆られます。無気力な自治の中で貫く仕事の意義と信念を画した作品に、

どんな感想を述べてくれるのでしょうか。
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的な火葬業務が行われることになった。火葬

業務は、鴇越斎場では午前 時 30 分から午後

10 時まで、他の斎場では午前 8 時から午後 8
時まで業務が行われた。通常時であれば、一

般的に火葬炉は多い日で 2 回転、普通は 1回転

であるが、大震災による多数の犠牲者の発生

という事態の中で、一日 3～4 回転の火葬業務

が行われた４。 
連続的な火葬炉の使用により、断熱扉の膨

張、台車の損傷、バーナーの異常発生など、

故障寸前のギリギリの状態が生じたが、業務

は継続された。また、火葬業務用の燃料確保

も問題となった。燃料としては灯油が用いら

れていたが、神戸市内の業者からの供給がで

きなかったので、パトカーの先導で姫路市か

ら運ばれたこともあった。大震災後、都市ガ

スが長期に亘り停止していたという事実も併

せて考えると、斎場の燃料確保については通

常時から検討しておく必要のある課題である

だろう５。 
3 火葬能力の限界と市外への遺体搬送 
大震災発生後、時間の経過とともに、犠牲

者数は増加の一途を辿っていった。神戸市内

の犠牲者数は、最終的には 4 319人となり、神

戸市内斎場の火葬能力 １日当たり 51 炉×3 件

153 件 を大幅に上回ることが明らかになった。

神戸市では震災発生の早い段階から隣接する

地方自治体に対して、火葬の受け入れに関す

る協力依頼を行っていたが、それでは不十分

なことがすぐに分かり、広域的な遺体搬送と

斎場利用 火葬 が必要となった。 
広域的な遺体搬送は、大震災後の道路の損

壊や支援車両などによる渋滞の中では極めて

困難なことであった。その中で、一部では自

衛隊や海上保安庁のヘリコプターによる遺体

搬送も行われたが、遺体搬送のほとんどは陸

路によるものであった。しかしながら、車両

の確保自体が大きな問題であった。棺を積み

込むためには、ライトバンやワゴン車ではか

なりの台数が必要となるし、トラックやバス

などの民間の大型車両は救援物資等の搬送に

利用されていた。結局、遺体の搬送手段につ

いては、自衛隊のトラックによる協力が得ら

れることになった６。 
神戸市の犠牲者の火葬は、神戸市内、周辺

の都市、県外の斎場における対応によって2月

8 日でほぼ終了した。神戸市内の斎場による火

葬・焼骨証明件数は、鴇越斎場 1 595件、甲南

斎場 39 件、西神斎場 502 件、合計で 2 493
件となった。神戸市が京都市、大阪市、東大

阪市などの 15 都市に依頼した件数が 3 件で

あった。また、遺族が自分たちで依頼した件

数が兵庫県下 5 件、県外 548 件、合計 1 313
件 1月 31日現在 となっていた。実に、神戸市

内の犠牲者のうち3割を超える犠牲者の遺体搬

送と火葬が遺族の自己負担により市外で行わ

れたことになる。 
これらの件数と神戸市が他都市に依頼した

件数を合わせると、犠牲者のうち、市内斎場

での火葬が約 割、残り 4 割が他都市斎場で、

その内約 4 割以上が県外の斎場で火葬された７。

遺体の火葬処理を引き受けたのは 34 都府県に

達し、東日本では東京都、宮城県、栃木県、

西日本では宮崎県、鹿児島県などが含まれて

いた。 
 

 

 
これらのデータは、大規模災害が発生した

場合、当初から広域的な火葬による対応を行
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東京都 葬 では宮城県 市他の

犠牲者の遺体 用に火葬を実 。

東京 ・ 木斎場 民間 で犠牲者の

火葬を 用で実 。 
3 葬から えてきた問題  

葬は、 衛生上の から、 者の

、遺族への などから行われたが、

されていなかったことも に こってき

た。 
一に、 された犠牲者の遺体を める

のに十分な がなかったことによって、

葬を実 する に、 棺されておら 、

ー ート入れられただけ、あるいは 体

に を いただけの遺体の 葬も行われる

ことになった。 
3 月 22 日 の日経 では東 島市で ま

った 葬について のように えた。 
地震や などで約 50人が 、約 430

人が行方不明となっている宮城県東 島市で

22 日、犠牲者の 葬が まった。手を り合

い、 つ に をかける遺族たち、 たい

が き ける あいの 地が しみに まれ

た。 市によると、 地はリ イク

ンターの 地で、約 1 人分を 葬 能。市関

者が やスコップを使って を ったう

えで、木 で りを り、１体 との 間

を確保した。 １６  
に、 葬に使われた は、当 にも

火葬することを前 にしているために、 く、

燃えやすいようにできており、 葬による 1  
以上の の みや を していない。 
その結 、 災自治体での火葬が んで、

いったん 葬された犠牲者の を り こし

てみると、 は れて れた状態にあり、内

部の遺体の も 行していたのが現実であ

った１７。葬 業者や 業者などの手で、

り された の遺体は され、 たな に

入れられ、火葬された。 

に、東日本大震災で 葬を行った宮城

県内の 災自治体で、2 間を経 して遺体を

葬する きが 5月 から めた。それは遺

族の要 が まっていたからであるが、葬

が遺体の搬送に難 を したり、 葬 用

の負担先が不明確なままだったりと課題が多

く、前 のない事態に自治体が戸 っていた

ことが明らかになっている１ 。 
葬というギリギリの をせ るを得

なかった 災地自治体の ときちんとした

葬を行いたいという遺族の ちの間に

れが生じていたのである。 
上 以外にも な問題が てきたが、東

日本大震災の犠牲者で、火葬能力の不 から

やむを得 葬された遺体 2108 体の 葬は、

2011 11 月 19 日で終了した。それは、東日

本大震災が発生してから実に8 月後のことで

あった。 
東日本大震災では、これまで てきたよう

に大規模災害による犠牲者への対応として

葬 葬ということが宮城県で現実 した。

宮城県では、上 の 市 での 葬と火葬に

よる 葬という しかなかったのである。

それは、 による斎場 の 災というこ

とだけでなく、 力や燃料供給の滞りにより

地域の火葬能力が大幅に 下したことによる。 
普段、斎場 火葬場 という は地域の

と けられることが多いが、斎場は

大規模災害時の 衛生や にとって不

なイン ラ でもあることを れ

る きではない。それだけに、 東日本大震

災で火葬が 衛生の だけでなく、 を受

するために不 な みであることが

された１ という は い。 
 
 
以下、 以 に下 を  
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はないかと推察している。

　前回の国勢調査では、市移行を目指す自治体で当時の副町長が主導して居住実態のない世帯

の調査票を作成し、人口を水増しした行為が明らかとなった。オンライン調査では配布のＩＤ

とパスワード入力の他、確認用のパスワード設定も必要で、「人口水増し」のような行為の抑止

効果は期待できるだろう。他方で、個人情報流出を危惧する声もある。今月から「マイナンバ

ー法」も施行される。利便性の向上ともに高まるリスクをどう管理するのか。個人情報の扱い

は国民一人ひとりの問題として投げかけられているように思う。

巻頭言
　「地方自治研究」、略して「自治研」。文字を追えば「地方自治を研究する場」と、ストレー

トに読んで取れます。このことだけではありませんが、近年、自治研活動とは研究者や有

識者の方たちによる講演会や論文公表の場だと思われている嫌いがあるようです。

　今夏のかながわ自治研集会では、昨年、50年の節目を迎えた集会において「原点への回

帰」を志向すべく総括がされたことから、メインテーマを「地域と職場をつなげる自治研

～できることからはじめよう～」とし、普段、何げなく取り組んでいたりすることが、実

は自治研活動のそれと密接不可分であるということにフォーカスしてみました。

　参加者からは、厳しい職場環境の中でも地域に出て、住民からの声を自らの行動に移し

てみたり、地域の小学生と取り組む就業体験を企画していたりと、自治研活動の種となる

であろう、いくつもの実践的事例が提起されました。

　自治研活動を柔軟に理解し、自らの課題として受け止めるためには、「はじめの１歩」と

なる発想が重要であり、あとは「仲間づくり」に労を費やすかと思います。が、幸いなこ

とに仲間を見つけることは容易です。特に、労働組合では組織されたメンバーが集う機会

や機能を与えられているからです。

　したがって、これまでは、自治研活動をスタートするための発想法、つまり、思いや考

えの壁にあたってきたのではないでしょうか。無理やり自治研を始めても、手段が目的と

なってしまいます。

　そこで、「自治研活動の原点」に思いを馳せて関係冊子を開くと、驚くほど明確なメッセー

ジに気が付きます。1957年当時の戦後民主主義運動の最中における地財危機、福祉や公共

事業の切り捨てなど、時代情勢や労組の指向性の差異はあれども、現在と外形的には相似

する中、「閉鎖的に繰り返される事務を自ら見直し、自ら改善を図る」ことを主旨とした取

り組みを奨励していました。

　今後の自治研活動を活性化するためには、自治研活動に取り組み、それを仕事に生かそ

うと考えるのではなく、自分や組織の仕事を少しでも改革し、地域や住民の視点で幸福を

考え、自治研というフィールドを上手く利用して公共の質と力を高める発想が必要です。

　今、来年の全国自治研に向けて、全国の自治体という枠組みを超えて、35歳以下という

条件だけ集まったチームが、自治研に新しい発想を持ち込もうと努力してくれています。

神奈川でも参考となるスキームが多く含まれると思われ、期待を寄せています。

　新しい自治研への期待と、半世紀前から今も底流を流れる自治研の礎。若きＵＮＤＥＲ

３５のメンバーとともに、中学校の大大先輩でもある黒沢明監督の「生きる」を一緒に見

てみたい衝動に駆られます。無気力な自治の中で貫く仕事の意義と信念を画した作品に、

どんな感想を述べてくれるのでしょうか。
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１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

822 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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巻頭言 「第51回自治研神奈川集会」に見た芽生え

これからの自治体労働者と自治研 ―自治研活動へのいざない―
山梨県立大学国際政策部教授 熊谷 隆一・・・・・・・・ 1

大規模災害と犠牲者への対応 (上) ―首都圏斎場の能力と課題―
神奈川大学経済学部教授／神奈川自治研センター理事 佐藤 孝治・・・・・・・・ 12
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